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�愛媛県告示第８８８号
愛媛県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年愛媛県条例第１３号）

第１５条の２第１項の規定により、次のとおり浄化槽管理士の資質の

向上のための研修を指定した。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

愛媛県浄化槽管理士研修

２ 主催者

松山市�町２番３１号
公益社団法人愛媛県浄化槽協会

３ 研修の開催日及び場所

�������
�愛媛県告示第８８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

宇和島市三間町大内地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、

同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写

しを縦覧に供する。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・二名地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

令和３年６月３０日から７月２９日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所
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�愛媛県告示第８９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

伊方町大江、三机、大�地域に係る県営土地改良事業計画を定めた
ので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画

書の写しを縦覧に供する。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・瀬戸第２地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

令和３年６月３０日から７月２９日まで

３ 縦覧場所

伊方町役場本庁及び瀬戸支所
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�愛媛県告示第８９１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号。）第１４条第９項に基づき、愛媛

県資源管理方針（令和３年３月愛媛県告示第４２４号）を次のとおり

変更した。

発 行 愛 媛 県
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令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 資源管理に関する基本的な事項

� 本県の水産業の状況

本県の水産業は、平成３０年には生産量で１３７，６６３トン、生産

額は８８７億円に上り、全国でも上位に位置している。また、同

年における漁業経営体数は３，４４４経営体であり、水産業は、多

くの沿岸地域において中核的な産業となっている。このように

水産業は、本県の均衡ある発展のためにも極めて重要な産業で

あり、今後とも水産業の振興を図っていくためには、水産資源

を適切に管理し、合理的に利用していくことが必要である。

� 本県の責務

本県は、漁業法（昭和２４年法律第２６７号。以下「法」という。）

第６条の規定に基づき、国とともに資源管理を適切に実施する

責務を有する。このため、国と協力しつつ、本県の管轄する水

面の資源調査、資源評価及び資源管理を行うとともに、法第１０

条第１項の規定に基づき、必要と認めるときは、農林水産大臣

に対し、資源評価が行われていない水産資源について資源評価

を要請するものとする。

２ 特定水産資源ごとの知事管理区分

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、

知事が設定する管理区分であり、管理区分ごとに少なくとも以下

の事項を定めるものとする。

� 水域

� 対象とする漁業

� 漁獲可能期間

３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 漁獲可能量

漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基

礎とし、当該特定水産資源を漁獲対象とする漁業の実態その他

の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定めることとする。

� 留保枠の設定

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等に対応す

るため、特定水産資源ごとに漁獲可能量に留保枠を設けること

ができることとする。

� 数量の融通

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等により生

じる、それぞれの知事管理区分に配分した数量の過不足が、漁

業者及び関連業者に与える影響を緩和するため、�及び�の規
定に基づく配分後の関係団体による要望及び知事管理区分ごと

の知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間

における数量の融通を可能な範囲で行い、それぞれの知事管理

区分に配分することで、当該影響の緩和に努めるものとする。

４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる

管理を基本とする。それ以外の知事管理区分については、漁獲量

の総量の管理を行うが、科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制

の整備等が整ったものから、順次、漁獲割当てによる管理に移行

するものとする。

５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

� 特定水産資源

特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年１０月

農林水産省告示第１９８２号）に即して、当該特定水産資源ごとの

資源管理の目標の達成に効果があると認める場合には、小型魚

の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁獲可能量によ

る管理以外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み

合わせて資源管理を行うものとする。

また、当該特定水産資源の採捕をする者による法第１２４条第

１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定

期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の知事への

報告が行われるよう指導を行うものとする。

� 特定水産資源以外の水産資源

特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針

に即して、当該水産資源ごとの資源管理の目標の達成に向け、

最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導かれる漁獲圧力の管

理を適切に行うために、必要と考えられる資源管理の手法によ

る管理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。

法第１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって

必要な資源評価が行われていない場合には、当該資源評価が行

われるまでの間は、利用可能な最新の科学的知見を用いて資源

管理の方向性を設定することとする。

また、当該特定水産資源以外の水産資源の採捕をする者によ

る法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公

表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協

定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれら

の結果の知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。

６ その他資源管理に関する重要事項

� 漁獲量等の情報の収集

ア 漁獲量や漁獲状況に関する情報は、資源状況や環境変動が

資源に与える影響等を把握するために有益であり、資源評価

の精度を上げるために重要である。また、資源管理措置の遵

守状況のモニタリング等、適切な資源管理を行うためにも重

要である。

イ 漁獲量等の情報は、法第２６条第１項又は第３０条第１項の規

定による漁獲可能量による管理として行うもののほか、知事

許可漁業の許可を受けた者による資源管理の状況等の報告

（法第５８条において準用する法第５２条第１項）、漁業権者に

よる資源管理の状況等の報告（法第９０条第１項）においても

報告が義務付けられている。これらの報告により収集した情

報を農林水産大臣へ報告し、農林水産大臣及び知事が相互に

漁獲量等の情報を共有することにより、適切な資源管理に向

けてこれらの情報を活用していくこととする。

ウ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性

を踏まえて、より迅速かつ効率的に情報を収集することがで

きるよう、国と連携しつつ、漁業者や漁業協同組合、市場等

から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積するシステムの構

築を進めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じ

て編集・処理することで、適切な資源管理に向けてこれらの

情報の活用が図られるようにする。

� 資源管理の進め方

新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者

の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものとする。

� 遊漁者に対する指導

遊漁者に対し、資源管理基本方針及び愛媛県資源管理方針に

基づく資源管理の実施について協力するよう指導するものとす
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る。

� その他

資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行われ

ていない水産資源については、当該目標が定められるまでの間

は、利用可能な最新の科学的知見を用いて、漁獲努力量等のデ

ータを収集して検証を行い、必要に応じ現行の資源管理の取組

内容の改善を図る。

また、海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を

取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を

蓄積するため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心

とし、国及び関係都道府県との連携の下、資源管理体制の充実

強化を図る。

７ 愛媛県資源管理方針の検討

法第１４条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の

科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、おおむね５年

ごとに、この資源管理方針についての検討を行うとともに、この

資源管理方針に記載されている個別の水産資源についても、少な

くとも５年ごとに見直しを行うものとする。

８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理の方針

特定水産資源についての具体的な資源管理の方針は、別紙１か

ら別紙６までに定めるものとする。

別紙１

１ 特定水産資源

まいわし太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まいわし漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地

（以下「住所等」という。）がある者がまいわしを採捕する

漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙２

１ 特定水産資源

まあじ

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まあじ漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまあじを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３

１ 特定水産資源

くろまぐろ（小型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から

６月まで）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月ま

で）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）、

愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から６月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関す

る省令（昭和３８年農林省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

� 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（小型魚）を採捕

する漁業（以下「くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業」

という。）

� 漁獲可能期間

４月１日から同年６月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。



愛 媛 県 報令和３年６月２９日 第２１９号

９３１

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

７月１日から同年９月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１０月１日から同年１２月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１月１日から同年３月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、原則として本県に配

分された漁獲可能量のうち、９割を直近３年間の漁獲実績に応

じてそれぞれの知事管理区分に配分し、残りの１割を本県の留

保枠とする。ただし、それぞれの知事管理区分への最低配分量

は１トンとするとともに、国の留保からの配分、繰越分の追加

配分及び年によって異なる漁場形成の変動等を十分に勘案して

配分するものとする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の漁獲可能量を追加した場合は、当該追

加分数量を本県の留保枠とし、本県の漁獲可能量を削減した場

合は、本県の留保枠から減じることとする。ただし、都道府県

別漁獲可能量の削減量が本県の留保枠より多い場合は、その差

分を当該削減を行う時点が属する知事管理区分から最低配分量

の１トンを残して減じることとする。それでもなお本県留保枠

及び知事管理漁獲可能量の削減量の合計が都道府県別漁獲可能

量の削減量に満たない場合には、当該知事管理区分以降の知事

管理区分について、漁獲可能期間の近い管理区分から順に同様

の方法で漁獲可能量を削減することとする。

� 留保枠からの配分

本県の留保枠については、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業

（１０月から１２月まで）の漁獲実績が確定した後、原則として本

県の当初配分の１割を残して愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業

（翌年１月から３月まで）に配分することとする。

� 漁獲可能量の繰越

知事管理区分における漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超

えなかった場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量に

加え、超えた場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量

から減じることとする。それでもなお当該知事管理区分におけ

る知事管理漁獲可能量の削減量が前管理区分の超過分に満たな

い場合には、当該知事管理区分以降の知事管理区分について、

漁獲可能期間の近い管理区分から順に同様の方法で漁獲可能量

を減じることとする。ただし、前管理区分の超過分を減じた結

果、当該知事管理漁獲可能量が１トンを下回る場合は、不足す

る量を留保枠から配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項
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該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙４

１ 特定水産資源

くろまぐろ（大型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関する

省令（昭和３８年農林水産省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（大型魚）を採捕す

る漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

ア 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

イ 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規定

による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分にお

ける漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３日以内

とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当該知事管

理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれが

なくなったと認めるときは、この限りではない。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、本県に配分された漁

獲可能量の９割とし、残りの１割を留保枠とする。なお、留保

枠が１トン未満であるときは１トンとし、知事管理区分への配

分は、本県に配分された漁獲可能量から１トンを差し引いた数

量とする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の都道府県別漁獲可能量を変更した場合

には、当該変更数量の全量を本県の知事管理漁獲可能量から加

減することとする。ただし、都道府県別漁獲可能量の削減量が

本県の知事管理漁獲可能量より多い場合は、その差分を留保枠

から減じることとする。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙５

１ 特定水産資源

するめいか

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県するめいか漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、するめいかの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がするめいかを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

小型機船底びき網漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙６

１ 特定水産資源

まさば及びごまさば太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まさば及びごまさば漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まさば及びごまさば太平洋系群の

採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまさば及びごまさば太平洋系群

を採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左
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欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

�������
�愛媛県告示第８９２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

まさば及びごまさば太平洋系群に関する令和３管理年度（令和３年

７月１日から令和４年６月３０日までの期間をいう。）における知事

管理漁獲可能量を次のように定めた。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８９３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和３管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和３年３月愛媛県告示第４２６号）を次のとおり変更し

た。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８９４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び新居浜市役所において告示の日か

ら３週間公衆の縦覧に供する。

令和３年６月２９日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本ケッチェン株式会社

東京都港区芝浦一丁目２番１号

代表取締役社長 秋山 美高

２ 事業場の名称及び所在地

日本ケッチェン株式会社新居浜事業所

新居浜市磯浦町１７番４号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２７

号イ、ヌ、ル

４ 変更しようとする事項の内容

排出水の量（排水系統別の量を含む。）、排出水の汚染状態

（排水系統別の汚染状態を含む。）、用水及び排水の系統

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１排水口（既設）

� �２排水口（新設）

�������
�愛媛県告示第８９５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和３年６月２９日

愛媛県東予地方局長 末 永 洋 一

１ 指定道路の種類

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県まさば及びごまさば漁業 現 行 水 準

知事管理区分
知事管理漁獲可能量

変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業 ５．０トン ５．６トン

項 目 変 更 前 変 更 後

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．４

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．４

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１．９

最大 １６．９

通常 ４．５

最大 ５．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ６０

通常 ４０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 ３３

通常 ２６．８

最大 ３１．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，８５０

最大 ３，４８０

通常 ９０

最大 １１５

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．４

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２．１

最大 １７．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７．４

最大 ３２．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １以下

最大 １以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，７６０

最大 ３，３６５
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公 告

監 査 公 表

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和３年６月２１日

３ 指定道路の位置

四国中央市上柏町字六反地７７番の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３９．１２メートル

� 幅員 ４．７４メートル、４．７０メートル

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛統一労働組合執行委員長水野満夫から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が令和３年６月１５日あったので公表する。

令和３年６月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 � 令和３年度夏季一時金に関する事項

� 組合員の福利厚生ならびに事業所で発生した事項に

関する事項

� その他未解決事項の早期解決に関する事項

２ 日時 令和３年７月１日正午より本問題が解決に至る間

３ 場所

法 人 名 所 在 地

公益財団法人 正光会今治病院 今治市高市甲７８６－１３

公益財団法人 正光会宇和島病院 宇和島市柿原１２８０番地

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を単独ま

たは併用して実施する。

�公表第７号
令和３年４月３０日付けで提出された愛媛県知事に関する措置請求

について、次のとおり決定した。

令和３年６月２９日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 � 橋 正 浩

決 定 書

請求人 四国中央市 井川 孝志 様

令和３年４月３０日付けで提出された「愛媛県職員措置請求書」に

ついて、次のとおり決定する。

主 文

本件請求を棄却する。

第１ 請求の内容

請求人から令和３年４月３０日付けで提出された愛媛県職員措置

請求書によると、請求の要旨は次のとおりである。

１ 請求する措置

愛媛県知事が、令和元年度に表１違法支出金額一覧表の「議

員名」欄記載の愛媛県議会議員に交付した政務活動費（残余金

精算後の額）のうち、同一覧表の「違法支出金額」欄記載の各

金額の返還を命じることを怠る行為は違法なので、同金額につ

いて各議員に対し愛媛県に返還するよう命じることを求める。

２ 請求の理由

� 政務活動費の性質と支出の適否（一般原則）

ア 愛媛県議会の政務活動費の趣旨と支出が認められる範囲

愛媛県議会の政務活動費は、実費弁償を原則とする補助

金の一種であり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１０

０条第１４項及び第１５項並びにこれに基づき制定された愛媛

県政務活動費の交付に関する条例（平成１３年愛媛県条例第

３０号。以下「条例」という。）に基づいて支給される。

地方自治法第１００条第１４項は「普通地方公共団体は、条

例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その

他の活動に資するため必要な経費の一部として・・・政務

活動費を交付することができる。」と定めている。

条例はこれに基づき、第１条で政務活動費が「愛媛県議

会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の

一部」として交付されるものであること、第７条で「議員

は、別表に定める政務活動費を充てることができる経費の

範囲内において、政務活動費を適正に使用しなければなら

ない」こと、第１０条で「知事は、議員がその年度において

交付を受けた政務活動費の総額から、当該議員がその年度

において第７条に規定する政務活動費を充てることができ

る経費の範囲内において支出した政務活動費の総額を控除

して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務

活動費の返還を命ずることができる。」ことを、それぞれ

定めている。また、条例別表では、「調査研究費」、「研

修費」、「広聴広報費」、「要請陳情等活動費」、「会議

費」、「資料作成費」、「資料購入費」、「事務所費」、

「事務費」及び「人件費」の１０種類の使途費目を定め、各

費目で支出できる経費の種類を定めている。

したがって、愛媛県議会の政務活動費は、「その年度に

�愛媛県告示第８９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和３年６月２９日

愛媛県中予地方局長 � 橋 敏 彦

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３中局建（開）第１８号

令和３年６月２１日
伊予郡松前町大字鶴吉字安井前３２５番１

伊予郡松前町大字鶴吉３２６番地１

佐 伯 誠 司
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おいて」支出された、「調査研究その他の活動に資するた

め必要な経費」に限って、支出が認められる。

イ 「調査研究その他の活動に資するため必要な経費」の意

義

県議会議員に対する政務活動費は、議会の審議能力の向

上を目的として交付されるものであり、県議会議員が行っ

た「調査研究その他の活動」に要した経費を支弁するため

に支出することが認められているものである。

したがって、

� 議員のした個別の支出に係る活動が、県政に関する

「調査研究その他の活動」と評価できない場合には、そ

の活動に係る費用を政務活動費として支出することは許

されない。

� 議員がすることのできる支出は、「調査研究その他の

活動」に現実に要した経費であることが必要であり、現

実の経費を超える金額を政務活動費として支出すること

は許されない。

ウ 議員の説明義務と説明不十分な支出

県議会議員は、自らのした政務活動費の支出が、「調査

研究その他の活動に資するために必要な経費」であること

について、県及び県民に対して説明する義務を負う。条例

が、第８条第１項及び第３項で議員は収支報告書に領収書

等の証拠書類を添付して議長に提出すべきこと、第１２条で

何人も議長に対し収支報告書及び証拠書類の閲覧又は写し

の交付を請求できることを定めていることは、議員にその

説明義務を全うさせる趣旨の規定である。

したがって、議員が提出した説明及び証拠が、支出が

「調査研究その他の活動に資するために必要な経費」に該

当することを認めるに足りないときは、その支出は適切な

ものと認められない。
あん

エ 県議会議員の政治活動と按分支出

県議会議員の活動は、政務活動費との関係では概念上、

「政治活動」と「私的活動」に区分することができ、その

うち「政治活動」は「政務活動」と「政務活動以外の政治

活動」に区分することができる。これらの活動のうちの

「政務活動」に係る条例別表に定める使途基準に該当する

ものについてのみ、政務活動費から支出することが許され

る。

しかしながら、議員の活動、特に「政治活動」は、実際

にはいろいろな種類の活動が混在していて区分できない場

合が多いと考えられる。例えば「県政報告」には一般に、

県政についての広報及び広聴の要素があると同時に、後援

会活動及び選挙準備活動の要素もある。

政務活動費は一種の補助金なので、政務活動のためにだ

け支出することが許される。したがって、種々の要素が混

在する活動の費用の全額を支出することはできない。種々
あん

の要素が混在する活動の場合には、一定割合で按分して支

出することだけが許される。

したがって、個々の議員の一つ一つの活動について「政

務活動」と「それ以外の政治活動」の割合を定めることは

困難であることを勘案し、

� 当該支出に係る活動の全体が、会派又は所属県議会議

員の「政務活動」に係る支出（「調査研究その他の活動

に資するために必要な経費」）として適切と判断される

ものは、全額認められ、

� 当該支出に係る活動の全体が、「私的活動」又は「政

務活動以外の政治活動」に係る支出と判断されるものは、

全額認められず、

� 当該支出に係る活動の全体が、�又は�のいずれかと
あん

断定できない支出のうち、具体的な理由によって按分比
あん

率を特定できる例外的なものについてはその按分比率で
あん

認められ、それ以外のものについては按分率２分の１で

認められる。

� 本件各議員の政務活動費支出の査定結果

表１違法支出金額一覧表の「議員名」欄記載の愛媛県議会

議員（以下「本件各議員」という。）は、令和元年度に同一

覧表の「支出金額」欄記載の金額の政務活動費を支出した。

なお、同年度の政務活動費交付額は、黒川理惠子（表１違法

支出金額一覧表記載１６）、新田泰史（同１７）及び中田晃太郎

（同２６）の各議員は年額３６３万円、その余の議員は年額３９６万

円である。

�で述べた一般基準に基づき、本件各議員が令和元年度政
務活動費の収支報告書に記載した支出について、開示された

領収書類に基づいて、政務活動費からの支弁が認められるか

どうかについて個別に判断した結果、別紙査定表記載の支出

は、「否認額」記載の金額につき、別紙査定表の「否認理由」

欄記載の理由により、適切なものと認められない。

別紙査定表の「否認理由」欄記載の否認理由を、さらに敷

えんすると、以下のとおりである。

ア えひめ地域政策研究所及び愛媛調査研究会の会費

表１違法支出金額一覧表記載１から１８まで及び２１から２４

までの議員は、「えひめ地域政策研究所」に対し「政務調

査活動における共通経費」として年額４８万円（月額４万円）

を支出している。

また、同じく２７から３２までの議員は、「愛媛調査研究会」

に対し「調査研究会費」として年額２９万円を支出している。

これらの両団体は、いずれもその実態が不明であり、

「共通経費」及び「調査研究会費」なるものの実態も不明

なので、上記支出はその全額が違法である。

イ 自動車燃料代

表１違法支出金額一覧表記載５から９まで、１２、２０から

２２まで、２５、２６及び２８から３１までの各議員は、自動車燃料

代を、走行距離１㎞当たり３７円の計算で支出している。こ

の支出は、以下の理由により違法である。

� 政務活動費は、前述のとおり、議員が実際に支出した

費用の範囲内で支出が許されるものであるところ、上記

計算で算出された「燃料代」は実際に支出された金額で

はない。

� 自動車の燃料は、どのような目的のための自動車運行

においても消費されるものであるから、その購入代金は

その全額を政務活動費から支出することは許されず、少
あん あん

なくとも按分率２分の１で按分しなければ支出すること

が許されない。上記の計算による支出は、自動車燃料代
あん

を按分しないで支出することになる。

� 「走行距離１㎞当たり３７円」の計算では、自動車燃料

代は現実をはるかに超えて高額に算定されることになる。
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例えば、①トヨタ自動車製の乗用車中で最も燃費の悪い

「ランドクルーザー」の燃費は約６㎞／ｌであり、②平

成３０年度のプレミアムガソリンの価格はほぼ１３５～１５０円

／ｌなので、トヨタ・ランドクルーザーであっても令和

元年度中の燃費は最大２５円／㎞を超えない。３７円／㎞の

計算で計算される燃料費はそれをさらに５０％上回ってい

るので、実質的には議員が適法に支出できる燃料代をは

るかに上回ることになる。

ウ 会合参加費用

森�議員（表１違法支出金額一覧表記載１）は、「森盛
会」の「会費」及び「例会研修費」（いずれも飲酒を伴う

会合と推定される。）を６回分４７，０００円支出している。

西原議員（表１違法支出金額一覧表記載１９）は、飲酒を

伴う会合と推定される会合参加費を２４回分（うち「しんぺ

い会」９回、「愛媛企業家交流研究会」６回、松山経済研

究会８回、松山空港利用促進協議会１回）及び飲食店への

支払２回分を支出し（合計金額１８７，２００円）、これらの会

合と同日の（したがって、飲酒の結果と推定される。）代

行代１８回分及びタクシー代２回分（代行代及びタクシー代

合計６３，８００円）を支出している。

飲食を伴う会合の会費並びにそれに起因する代行及びタ

クシーの料金を政務活動費として支出することは、それ自

体違法である。

エ 遠距離旅行費用

渡部議員（表１違法支出金額一覧表記載５）は、「要請

陳述等活動費」として、東京への旅行費用８回分合計３９６，

０２０円を支出している。

越智議員（表１違法支出金額一覧表記載２８）は、「調査

研究費」として、東京２回、台湾、沖縄及びタイ各１回の

旅行費用（現地交通費及び旅行中の駐車料金を含む。）合

計５８１，８６０円を支出している。

横田議員（表１違法支出金額一覧表記載２７）は、「調査

研究費」として、東京１回の旅行費用６１，０００円を支出して

いる。

これらのいずれの旅行についても、その実質を証する資

料が添付されていないので、「調査研究その他の活動に資

するために必要な経費」であることについての説明が不足

しており、適正な支出と認められない。
あん

オ 按分不足の賃料

岡田議員（表１違法支出金額一覧表記載２）は、�保興
あん

業株式会社に対する事務所賃料合計１，２００，０００円を按分す

ることなく支出している。

議員の事務所は、調査研究以外の政治活動目的（主とし

て議員のＰＲ目的）にも用いられるものなので、少なくと
あん あん

も按分率１／２で按分することを要するから、これを超え

る支出（６００，０００円）は違法である。

カ 委託業務内容の不明な委託料

森�議員（表１違法支出金額一覧表記載１）は、i consult
有限会社（以下「アイコンサルト社」という。）に対し５４

０，０００円、徳永議員（同７）は株式会社愛媛ジャーナルに

対し３３０，０００円の「委託料」を支出しているところ、その

具体的な委託業務の内容はいずれも不明である。

業務内容の不明な委託料の支出は、適正な支出と認めら

れない。

キ 「愛媛ジャーナル社」及び「ローカルえひめ」に対する

購読料の大量支出

西田議員（表１違法支出金額一覧表記載２３）は、以下の

とおり「愛媛ジャーナル社」及び「ローカルえひめ」に対

する支出を政務活動費として支出している。

令和元年６月１７日 「ローカルえひめ」に「広告料・購

読料」として１０，０００円

令和元年６月１７日 「ローカルえひめ」に「広告料・購

読料」（愛媛ジャーナルと２紙分）と

して５，０００円

令和元年６月１７日 「愛媛ジャーナル社」に「広告料・

購読料」として１０，０００円

令和元年８月２７日 「愛媛ジャーナル社」に「月刊愛媛

ジャーナル購読料」（令和元年９月分

から令和２年８月分まで）として１０，２

１６円

令和元年１１月２９日 「愛媛ジャーナル社」に「ローカル

えひめ新聞・広告・購読料」として５，

０００円

これらの支出は、いずれも、①広告料と購読料の区別が

明らかでなく、②支出に係る購読部数及び購読期間が明ら

かでなく、③購読料の対象期間が重複していると考えられ、

④いずれの発行物も内容が不明である（「愛媛ジャーナル

社」及び「ローカルえひめ」はネット検索でも全くヒット

しない。）ためその実態が全く不明なので、適正な支出と

認められない。

ク 「有限会社スタジオ・ケイワン」に対する印刷代金の支

払

越智議員（表１違法支出金額一覧表記載２８）は、有限会

社スタジオ・ケイワンに対して「政務調査報告書増刷分印

刷費（１万枚分）」として２９１，６００円を支出しているとこ

ろ、①印刷物の内容が不明であるのみならず、②同会社を

インターネット検索しても「写真スタジオ」としてしかヒ

ットせず、印刷事業者であるかどうか判明しないので、印

刷代金の支出は適正と認められない。

ケ その他（支出の性格不明）

西原議員（表１違法支出金額一覧表記載１９）は、愛媛企

業家交流研究会に対し５８，５００円を「施設見学会会費」

（「異業種交流会による日本食研視察」の費用と説明され

ている。）として支出しているところ、日本食研株式会社

の本社及び主要工場は愛媛県内に所在するため、５８，５００円

もの支出の実体が全く不明なので、適正な支出と認められ

ない。

� 本件各議員の令和元年度政務活動費の支出と不当利得

ア 各議員の違法支出金額

以上の結果、本件各議員が令和元年度の政務活動費とし

てした支出中、別紙査定表記載の支出のうち「否認額」欄

記載の金額の支出は、条例第５条に違反し違法である。各

議員の違法支出の合計は、表１違法支出金額一覧表の「違

法支出金額」欄記載のとおりである。

上記の違法支出は、条例第７条及び別表に従ってなされ

た支出ではないので、その全額が条例第１０条にいう「残余」
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に当たる。

イ 財産の管理を違法に怠る事実

条例第１０条は、「知事は、議員がその年度において交付

を受けた政務活動費の総額から、当該議員がその年度にお

いて第７条に規定する政務活動費を充てることができる経

費の範囲内において支出した政務活動費の総額を控除して

残余がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動

費の返還を命ずることができる。」と定めている。

この知事の返還命令権及び議員の返還義務の法的性格は、

不当利得返還請求権及び返還義務であり、「当該議員がそ

の年度において行った県政の調査研究に資するため必要な

経費としてした支出（条例第７条及び別表に従って行った

支出をいう。）の総額を控除して残余がある」ことを要件

として返還請求権が当然に発生し、知事が正当な理由なく

返還を命じないことは違法に財産の管理を怠る事実に該当

することになる。

ウ 結論

よって、愛媛県知事が本件各議員に対して前記の政務活

動費の残余金の返還を命じないことは、財産の管理を違法

に怠る事実に該当するので、地方自治法第２４２条第１項の

規定に基づき、証拠書類を添付して、頭書のとおり、厳正

な措置を請求する。

表１

違法支出金額一覧表

令和元年度愛媛県議会政務活動費

（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

【自由民主党】

Ｎｏ 議員名 支出金額（円） 違法支出金額（円）

１ 森 � 康 行 ３，９６０，０００ １，０６７，０００

２ 岡 田 志 朗 ３，９６０，０００ １，０８０，０００

３ 明 比 昭 治 ３，８５９，７８０ ４８０，０００

４ 戒 能 潤之介 ３，８０５，８０２ ４８０，０００

５ 渡 部 浩 ３，９６０，０００ １，６２４，０８３

６ 高 山 康 人 ３，８０８，２６５ １，１１８，３２４

７ 徳 永 繁 樹 ３，９６０，０００ １，４４６，５０６

８ 三 宅 浩 正 ３，９６０，０００ １，０９１，０５５

９ 福 羅 浩 一 ３，９６０，０００ ８７９，８９６

１０ 松 尾 和 � ３，８４９，７５９ ４８０，０００

１１ 大 西 誠 ３，９６０，０００ ４８０，０００

１２ 宇 � 英 治 ３，８６７，２６４ ９０７，８３１

１３ 大 石 豪 ３，７２３，４２８ ４８０，０００

１４ 帽 子 大 輔 ３，４８０，５３８ ４８０，０００

１５ 川 本 健 太 ３，４７３，９７７ ４８０，０００

１６ 黒 川 理惠子 ３，３３２，７３７ ４４０，０００

１７ 新 田 泰 史 ３，５５２，５８３ ４４０，０００

合 計 ６４，４７４，１３３ １３，４５４，６９５

【志士の会】

Ｎｏ 議員名 支出金額（円） 違法支出金額（円）

１８ 中 畑 保 一 ３，９４６，９９１ ４８０，０００

１９ 西 原 進 平 ３，９２３，３５９ ３０９，５００

２０ 赤 松 泰 伸 ３，０５５，２５５ ３６７，４１０

２１ 毛 利 修 三 ３，８４８，７１３ １，１９２，０６５

２２ 鈴 木 俊 広 ３，９６０，０００ １，３２９，１６６

２３ 西 田 洋 一 ２，６１９，７９３ ５２０，２１６

２４ 松 下 行 吉 ３，９６０，０００ ４８０，０００

２５ 高 橋 英 行 ３，９６０，０００ ３９８，０８２

２６ 中 田 晃太郎 ３，６３０，０００ ５７８，４２１

合 計 ３２，９０４，１１１ ５，６５４，８６０

【愛媛維新の会】

Ｎｏ 議員名 支出金額（円） 違法支出金額（円）

２７ 横 田 弘 之 ３，４５８，７７９ ３５１，０００

２８ 越 智 忍 ３，９６０，０００ ２，０４０，３８０

２９ 梶 谷 大 治 ２，７４３，８８４ ７２２，１６０

３０ 兵 頭 竜 ３，９６０，０００ １，１２６，５７０

３１ 古 川 拓 哉 ３，９６０，０００ ８０５，００８

３２ 塩 出 崇 ２，９６２，８８２ ２９０，０００

合 計 ２１，０４５，５４５ ５，３３５，１１８

総 計 １１８，４２３，７８９ ２４，４４４，６７３

（注） 請求の要旨については、査定表を省略し、誤字、脱字又は集
計誤りであると明らかに認められるものについては、修正して
記載した。

第２ 監査の実施

本件請求は、令和３年４月３０日にこれを受け付け、要件審査の

結果、地方自治法第２４２条に定める要件を具備していると認め、

同年５月１０日にこれを受理し、次のとおり監査を実施した。

１ 監査委員の除斥

監査委員のうち愛媛県議会議員のうちから選任された委員に

ついては、地方自治法第１９９条の２の規定により、本件請求に

係る監査の実施から除斥された。なお、該当する委員は、森�
康行委員及び毛利修三委員である。

２ 証拠の提出及び陳述

請求人らから、地方自治法第２４２条第７項の規定による陳述

を行わない旨の申出があったので、陳述の設定は行わなかった

が、令和３年５月１７日、陳述に変えて追加の意見を記載した文

書及び証拠の提出があり、次の点について請求を補充する主張

がなされた。

� 「えひめ地域政策研究所」については、「志士の会」所属

の議員のうち自由民主党を除名されている議員が同研究会の

会費を支払っていないことなどからも、自由民主党愛媛県支

部連合会（以下「自民党県連」という。）そのもの又はその

一部であることが明らかで、実質的に、政務活動費を自民党

県連に還流させている。また、「愛媛調査研究会」も同様に

地域政党である「愛媛維新の会」そのもの又はその一部であ

り、政務活動費を同会に還流させる機能を果たしているもの

と推定される。
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� 森�議員は、アイコンサルト社に対し、５４０，０００円の「委
託料」を支出しているが、委託料を政務活動費から支出する

ことが適法であるためには、①委託の内容が県政の調査研究

に資するものであること、②委託の成果が、委託料の支払に

合理的に相応するものであることが必要である。

しかし、その委託内容は、森�議員の平成２９年度政務活動
費に係る住民訴訟での説明によれば、飲食を伴う会合の「案

内、会場手配、資料作成」であり、県政の調査研究に関する

事項と認められず、支払われた委託料は上記の委託内容と合

理的な均衡のない高額である。

したがって上記支出は、適正なものと認められない。

３ 監査実施日

令和３年５月１２日から６月１日に監査を実施するとともに、

必要に応じ関係職員から説明を聴取し、関係資料、証拠書類等

の確認を行った。

４ 監査対象機関

愛媛県議会事務局（以下「議会事務局」という。）を対象に

監査を実施した。

第３ 監査の結果

１ 事実関係

関係書類等の調査及び議会事務局職員からの聴取により次の

事項を確認した。

� 政務活動費の概要

地方自治法は、条例の定めるところにより、議会の議員の

調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、

議員に対して政務活動費を交付することができるとし、政務

活動費の交付を受けた議員は、条例の定めるところにより、

当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出す

るものとしている（同法第１００条第１４項及び第１５項）。

上記規定を受けて条例及び愛媛県政務活動費の交付に関す

る規程（平成１３年３月愛媛県議会告示第１号。以下「規程」

という。）が定められている。

政務活動費の制度は、地方議員の活動基盤の充実強化を図

る観点から、平成１２年５月の地方自治法改正により制度化さ

れた政務調査費を前身とするもので、平成２４年９月の地方自

治法改正により、名称が「政務調査費」から「政務活動費」

に、交付の目的が「議員の調査研究に資するため」から「議

員の調査研究その他の活動に資するため」に拡大された一方、

政務活動費を充てることができる経費は条例で定めなければ

ならないとされ、議長は政務活動費の使途の透明性の確保に

努めるものとすることが、新たに定められた。

なお、本県における政務活動費の交付の対象及び額並びに

交付の方法等は、以下のとおりである。

ア 政務活動費の交付の対象及び額

� 交付の対象（条例第２条）

愛媛県議会議員の職にある者

� 政務活動費の額（条例第３条）

月額３３万円

イ 政務活動費の交付の方法等

� 議員の通知（条例第４条）

議長は、毎年度当初に、政務活動費の交付を受けよう

とする議員の氏名を知事に通知しなければならない。

� 交付の決定（条例第５条）

知事は、通知に係る議員について、政務活動費の交付

の決定を行い、当該議員に通知しなければならない。

� 請求及び交付（条例第６条）

議員は、四半期ごとに、速やかに、交付の決定をされ

た当該四半期に属する月数分の政務活動費を知事に請求

するものとする。

知事は、請求があったときは、請求があった日から１５

日以内に政務活動費を交付するものとする。

� 収支報告書（条例第８条）

議員は、政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以

下「収支報告書」という。）を、交付に係る年度の翌年

度の４月３０日までに、議長に提出しなければならない。

収支報告書には、政務活動費による支出に係る領収書

その他の証拠書類の写しを添えなければならない。

� 議長の調査（条例第９条）

議長は、政務活動費の適正な運用を期するため、議員

から収支報告書及び領収書その他の証拠書類の写し（以

下「収支報告書等」という。）が提出されたときは、必

要に応じ調査を行うことができる。

� 政務活動費の返還（条例第１０条）

知事は、議員がその年度において交付を受けた政務活

動費の総額から、当該議員がその年度において条例第７

条に規定する政務活動費を充てることができる経費の範

囲内において支出した政務活動費の総額を控除して残余

がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動費

の返還を命ずることができる。

� 収支報告書等の保存（条例第１１条）

議員から提出された収支報告書等は、これを受理した

議長において、これを提出すべき期限の翌日から起算し

て５年を経過する日まで保存しなければならない。

� 収支報告書等の閲覧（条例第１２条）

何人も、議長に対し、収支報告書等の閲覧を請求する

ことができる。

議長は、収支報告書等に記載されている情報のうち、

愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第７

条第２項の非公開情報が記録されている部分を除いて複

写したものを、閲覧に供するものとする。

� 政務活動費の使途基準等

ア 政務活動費を充てることができる経費の範囲（条例別表）

項目 内容

調 査 研 究 費
議員が行う県の事務、地方行財政等に関する
調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要
する経費

研 修 費

１ 議員が開催する研修会、講演会等（他の
議員等と共同して開催するものを含む。）
に要する経費

２ 団体等が開催する研修会（視察によるも
のを含む。）、講演会等への議員及びその
雇用する職員の参加に要する経費

広 聴 広 報 費
議員が行う県政に関する政策等の広聴活動並
びに議会活動及び県政に関する政策等の広報
活動に要する経費

要請陳情等活動費 議員が行う要請及び陳情のための活動並びに
住民相談等の実施に要する経費

会 議 費

１ 議員が開催する各種会議、住民相談会等
に要する経費

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議
への議員の参加に要する経費
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資 料 作 成 費 議員が行う活動のために必要な資料の作成に
要する経費

資 料 購 入 費 議員が行う活動のために必要な図書、資料等
の購入、利用等に要する経費

事 務 所 費 議員が行う活動のために必要な事務所の設置
及び管理に要する経費

事 務 費 議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経
費

人 件 費 議員が行う活動を補助する職員を雇用する経
費

イ 政務活動費の事務処理マニュアル

愛媛県議会では、平成２５年３月に使途基準の具体的内容

や考え方などを取りまとめた「政務活動費の事務処理マニ

ュアル」（以下「マニュアル」という。）を作成している。

その主な記載内容は次のとおりである。

� 政務活動費の交付

趣旨、交付制度の根拠法令等、交付対象及び交付額並

びに交付の方法

� 政務活動費を充てることができる経費の範囲及び具体

例

経費（調査研究費、研修費、広聴広報費、要請陳情等

活動費、会議費、資料作成費、資料購入費、事務所費、

事務費及び人件費）ごとの使途基準（内容及び具体例）

� 政務活動費を充てることができる経費の運用指針
あん

実費弁償の原則、按分に当たっての指針及び項目別の

充当の考え方（調査研究費、研修費、広聴広報費、要請

陳情等活動費、会議費、事務所費、事務費（備品等）、

人件費及び政務活動費の充当が不適当な経費（参考事例））

� 収支報告書等及び支出における留意事項

収支報告書等の提出、領収書等への使途等の記載、支

払証明書及び会計帳簿等の整理保管

� 資料集

地方自治法（抜粋）、公職選挙法（抜粋）、条例、政

務活動費に係る収入及び支出の報告書（記載例）、規程

並びに事業実績報告書（記載例）

� 参考様式集

� 政務活動費の支出等の状況

令和元年度における本件各議員の政務活動費の支出の状況

は、次のとおりであった。

（単位：円）

議員名 交付額 支出金額 残余額

森 � 康 行 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

岡 田 志 朗 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

明 比 昭 治 ３，９６０，０００ ３，８５９，７８４ １００，２１６

戒 能 潤之介 ３，９６０，０００ ３，８０５，８０２ １５４，１９８

渡 部 浩 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

高 山 康 人 ３，９６０，０００ ３，８０８，２６５ １５１，７３５

徳 永 繁 樹 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

三 宅 浩 正 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

福 羅 浩 一 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

松 尾 和 � ３，９６０，０００ ３，８４９，７５９ １１０，２４１

大 西 誠 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

宇 � 英 治 ３，９６０，０００ ３，８６７，２６４ ９２，７３６

大 石 豪 ３，９６０，０００ ３，７２３，４２８ ２３６，５７２

帽 子 大 輔 ３，９６０，０００ ３，４８０，５３８ ４７９，４６２

川 本 健 太 ３，９６０，０００ ３，４７３，９７７ ４８６，０２３

黒 川 理惠子 ３，６３０，０００ ３，３３２，７３７ ２９７，２６３

新 田 泰 史 ３，６３０，０００ ３，５５２，５８３ ７７，４１７

中 畑 保 一 ３，９６０，０００ ３，９４６，９９１ １３，００９

西 原 進 平 ３，９６０，０００ ３，９２３，３５９ ３６，６４１

赤 松 泰 伸 ３，９６０，０００ ３，０５５，２５５ ９０４，７４５

毛 利 修 三 ３，９６０，０００ ３，８４８，７１３ １１１，２８７

鈴 木 俊 広 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

西 田 洋 一 ３，９６０，０００ ２，６１９，７９３ １，３４０，２０７

松 下 行 吉 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

高 橋 英 行 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

中 田 晃太郎 ３，６３０，０００ ３，６３０，０００ ０

横 田 弘 之 ３，９６０，０００ ３，４５８，７７９ ５０１，２２１

越 智 忍 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

梶 谷 大 治 ３，９６０，０００ ２，７４３，８８４ １，２１６，１１６

兵 頭 竜 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

古 川 拓 哉 ３，９６０，０００ ３，９６０，０００ ０

塩 出 崇 ３，９６０，０００ ２，９６２，８８２ ９９７，１１８

合計 １２５，７３０，０００ １１８，４２３，７９３ ７，３０６，２０７

２ 結果

� 監査の視点

政務活動費の制度は、地方議会の活性化を図り、議員の調

査活動の基盤を強化する等のため、平成１２年の地方自治法改

正により政務調査費として制度化されたものであり、平成２４

年の地方自治法改正により、名称及び交付目的が改められ、

透明性の確保に努めつつ使途について拡大できるようにされ

たものである。

改正された地方自治法では、政務活動費の交付の対象や額、

交付の方法に加え、充当できる経費の範囲についても、条例

で定めなければならないこととされており、これを受けて、

愛媛県では平成２４年１２月に愛媛県政務調査費の交付に関する

条例を改正し、題名も愛媛県政務活動費の交付に関する条例

に改め、政務活動費を充てることができる経費の範囲につい

て定め、対象経費とその内容を条例別表に掲げている。

もとより、議員の政務活動は広範にわたるものであるから、

その全てを明確に定義することは困難である。また、議員の

特定の活動が、政務活動と政治活動の性質を併せもつ場合が

あることも否定できない。

そこで、愛媛県議会では、平成２５年３月にマニュアルを作

成し、政務活動費の使途基準の具体的内容や考え方などを明

らかにしている。これについては、全国都道府県議会議長会

が示した考え方を参考に決定されたものであり、全国共通の

標準的な基準に沿うものであって、一定の合理性を有するも

のと考えられる。
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もちろん、マニュアルは、法規範性を有するものではない。

したがって、マニュアルに適合しないことをもって直ちに不

適正な支出であると判断することはできない。

しかしながら、マニュアルは、平成２４年１２月の条例改正を

受けて、政務活動費に係る請求、交付、充当、収支報告書等

の提出等の一連の手続を進める際の参考として議長が作成し

たものであり、各議員にとっても政務活動費を充当して支出

できる経費の判断基準となっている。

このようにマニュアルは、条例で定めるところの政務活動

費を充てることができる経費の範囲の具体的内容を推知させ

るものであって、使途基準への適合性判断に当たって参考に

されるべきものであると解される。

したがって、政務活動費の個々の具体的な支出が条例で定

める経費に該当するか否かの判断に当たっては、議員から提

出された収支報告書等を基に、まず、それがマニュアルの定

めに適合するか否かを基準とし、これにより難いものについ

ては、当該政務活動費の支出の時期、場所、内容、効果等を

総合的に考慮し、社会通念に従い判断するのが妥当である。

議員の政務活動は多岐にわたり、議員が十分に役割を果た

すためには、自主性、自律性が尊重されなければならないこ

とから、個々の経費の支出については議員の裁量的判断に委

ねられているものであるが、知事は、財務会計行為の適正を

確保し、適正を欠く場合は是正する等の責務を有しており、

政務活動費についても公金である以上、政務活動費の支出に、

関係法規に照らして明らかに違法又は不当と認められるもの

が存する場合には、返還を求めるなどの措置を講ずる必要が

ある。

監査委員は、地方自治法、条例、規程及びマニュアルによ

るほか、以上のような視点に立って監査を行い、請求人から

政務活動費の違法又は不当な支出として示されたものについ

て、次のとおり判断する。

� 個々の監査対象についての判断

ア えひめ地域政策研究所及び愛媛調査研究会の会費

請求人は、「えひめ地域政策研究所」及び「愛媛調査研

究会」は、その実態が不明であり、両団体に支出する「共

通経費」及び「調査研究会費」なるものの実態も不明であ

ること、並びに自民党県連及び地域政党である「愛媛維新

の会」に政務活動費を還流させていることから、当該支出

はその全額が違法であると主張している。

これに対し、議会事務局から、「えひめ地域政策研究所」

は、自由民主党所属の県議会議員が構成会員であり、松山

市東雲町に所在し、「愛媛調査研究会」は、愛媛維新の会

所属の県議会議員が構成会員であり、議事堂会派内に所在

しており、両団体とも政策研究活動を行うことを目的とし

ており、経費支出の内訳は、主として政策関連のセミナー、

勉強会、会議等の開催に要する経費のほか、コピー代、資

料代、用紙、消耗品等の共通経費であること、及び両団体

への支出は、使途基準等に沿った政務活動と認められるも

のであり、充当は違法ではないことについて説明があった。

これらを踏まえて次のように判断した。

「えひめ地域政策研究所」及び「愛媛調査研究会」での

政務活動は、それぞれ複数議員が共同して行う政務活動で

あると議会事務局が確認している。条例第７条では、「議

員は、別表に定める政務活動費を充てることができる経費

の範囲内において、政務活動費を適正に使用しなければな

らない。」とされ、条例別表には、調査研究費として「議

員が行う県の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察

を含む。）及び調査委託に要する経費」が定められており、

これについては、共同で実施するものが含まれるのかどう

か明確ではない。しかしながら、マニュアルでは、政務活

動費を「政策研究会等各種会費」に充当することを認めて

おり、複数議員が共同して行う政務活動であることを想定

したものであると考えられる。

条例第８条第３項では、収支報告書に記載された政務活

動費による支出に係る領収書その他の証拠書類の写しが添

付されていれば足りるとされており、政務活動費による支

出の支出先である団体に関する書類がなくても違法である

とは言えない。

なお、「えひめ地域政策研究所」の会費は月額４万円、

年額で４８万円、「愛媛調査研究会」の会費は年額２９万円に

及ぶにもかかわらず、各議員の収支報告書に添付された領

収書により明らかとなるのは、毎月会費を支払っていると

いう事実のみであり、その会費が両団体において年間を通

じて、具体的にどのような使途に支出されたのかについて

は不明である。この点については、政務活動費の使途の透

明性の確保等を目的に改正された地方自治法の趣旨に照ら

して必ずしも十分とは言い難い面もある（例えば、議員が

当該会費に係るものとは別に調査研究活動を行った場合に

は、その支出に関する領収書等が添付され使途が明確にな

るのに対し、当該議員が会費を支出し、団体を通じて調査

研究活動を行った場合には、それらの支出が明らかになら

ない。）。

イ 自動車燃料代

請求人は「走行距離１㎞当たり３７円」の計算では、自動

車燃料代は現実をはるかに超えて高額に算定されることに

なり、違法であると主張している。

しかしながら、住民監査請求は、違法又は不当な財務会

計上の行為及び怠る事実を対象とするものであるところ、

本件請求の自動車燃料代の単価はマニュアルで定められた

交通費の単価であり、こうした支出の根拠となる関係規定

の内容自体の違法性、不当性の有無を対象とするものでは

ないことから、請求人の主張は認めることはできない。

なお、１㎞当たり３７円の単価は、県議会議員の議員報酬

及び期末手当並びに費用弁償支給条例（昭和２３年愛媛県条

例第３０号）に規定する車賃とも整合しており、多くの県に

おいても採用されている金額で、不当に高すぎるものでは

ないと議会事務局から回答を得ている。

ウ 会合参加費用

請求人は、森�議員の「会費」及び「例会研修費」並び
に西原議員の「会合参加費」については飲食を伴う会合で

あることが推定され、飲食を伴う会合の会費並びに西原議

員が支出したそれに起因する代行及びタクシーの料金を政

務活動費として支出することは、それ自体が違法であると

主張している。

これに対し、議会事務局からは、マニュアルにおいては、

会合参加費等について、政務活動費を充てることができる
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経費の運用指針を次のとおり定めていること及び請求対象

となっている会合については、いずれも活動内容や実態が

政務活動と認めることができるものであり、それらの会合

参加に伴う支出は、マニュアルに定める運用指針に沿った

ものであることから、充当は違法ではないことについて説

明があった。

［マニュアル（抜粋）］

第３ 政務活動費を充てることができる経費の運用指針

３ 項目別の充当の考え方

� 研修費

ア 議員が開催する研修会、講演会等

議員（他の議員や団体等と共同で開催するも

のも含む。）が、地方行財政等に関する研修会、

講演会、フォーラム、セミナー、シンポジウム、

講座等を開催するために要する経費に充当でき

るものとする。

なお、議員が行う視察研修については、調査

研究費に区分される。

イ 団体等が開催する研修会、講演会等

団体等が開催する地方行財政等に関する研修

会、講演会、フォーラム、セミナー、シンポジ

ウム、講座等に、議員又は議員が雇用する職員

の参加に要する経費に充当できるものとする。

ウ 会費に関する考え方

会費の支出対象である団体の活動内容や実態

が政務活動に適うものである必要があり、議員

が所属しない他団体の主催する意見交換会等の

参加費については、あくまでも実質的な意見交

換が中心である場合に充当できるものとする。

なお、議員の経営者としての資格など、個人

的資格要件で加入している団体（例えばロータ

リークラブ、ライオンズクラブ、趣味の会等）

の会費の支出は、政務活動費の対象経費とはで

きない。

エ 懇親会等への出席に要する会費

議員が所属していない他団体が主催する実質

的な意見交換を目的とした会合に付随する（連

続する）懇親会であって、会費の額が明確に定

められており、その金額も社会通念上妥当な範

囲のものである場合に限り充当できるものとす

る。

したがって、飲食を主たる目的とした会合

（各種団体の新年会等）の会費、会派や議員間

の懇談会等の会費へは充当できない。

なお、一回当たりの限度額は１万円とする。

オ 年会費・月会費

年会費や月会費等の政務活動費からの支出に

ついては、その団体の活動内容や実態を十分勘

案の上、その可否を判断すること。

� 会議費

ア 議員が開催する各種会議

各種会議とは、議員が開催する勉強会、政策

立案のための会議、各種打合せのための会議の

ほか、地域との懇談会や住民相談会などである。

イ 団体等が開催する意見交換会等各種会議

国・県・市町村・各種団体等が主催する会議

への参加のほか、議員として出席案内のあった

公的な性格を有する式典への参加などである。

資質向上を目的とした研修費とは異なり、各

種会議への参加は議員を主体としているため、

雇用する職員が出席する場合は、職員個人とし

てではなく、議員の代理として出席することと

なる。

ウ 政務活動費を充当できる経費

� 議員が主催する政務活動として開催する昼

（朝）食会等の経費

� 議員が主催する会議での会議開催経費（会

場費、機材借上費、資料代等）、茶菓提供、

議員本人に係る交通費及び宿泊費

� 他者が主催する会議及びそれらに連続した

懇談会での食事、飲食の議員の自己負担分

（一回当たりの限度額は、１万円とする。）

また、政務活動に係るタクシー及び運転代行の交通費に

ついても、実費弁償が認められており、いずれも調査研究

や意見交換等の政務活動のための交通費の実費に充当した

ものであり、マニュアルに定める運用指針に沿ったもので

あることから、充当は違法ではないとの説明があった。

これらを踏まえて次のように判断した。

会合参加費への政務活動費の充当に当たって、マニュア

ルにおいては、名称のいかんを問わず、また、飲食を伴っ

ているか否かを問わず、実質的な意見交換の有無を条件に

しており、議会事務局において適切に審査の上、充当が認

められているのであるから、マニュアルを逸脱した充当や

支出は行われていない。

次に、請求対象となっているタクシー及び運転代行利用

に係る領収書等貼付用紙に記載のある利用目的を確認した

ところ、いずれも不合理な点は認められない。

よって、請求人の主張は、請求人独自の解釈に基づく主

張であって理由がない。

エ 遠距離旅行費用

請求人は、渡部議員、越智議員及び横田議員が支出した

国外及び国内遠距離（県外）の旅費、宿泊費等については、

そのいずれについてもその実質を証する資料が添付されて

いないので、「調査研究その他の活動に資するために必要

な経費」であることについての説明が不足しており、適正

な支出と認められないと主張する。

これに対し、議会事務局からは、条例及び規程では、各

議員は、収支報告書と併せて、事業実績報告書、領収書そ

の他の証拠書類の写しを提出することとなっていること並

びにマニュアルでは、視察経費（交通費、宿泊費等）に政

務活動費を充当した場合は、原則として、領収書等貼付用

紙等に実施期日、視察用務、視察場所、相手方等を記載し、

行程表、パンフレット等の資料は、各議員が保管すること

となっていることについての説明があった。その上で、視

察経費に係る領収書等貼付用紙の一部にマニュアルで原則

記載が求められている視察場所、相手方等の記載がないも
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のがあったが、これについては、個別に議員に照会し、確

認済みであり、その余の請求対象となっている県外調査及

び視察等についても、いずれも政務活動と認められるもの

であることから、その経費の支出は、使途基準等に沿った

支出と認められるので、充当は違法ではないとのことであ

った。

これらを踏まえて次のように判断した。

マニュアルで添付が必要とされている領収書等は添付さ

れており、マニュアルを逸脱していて不当と認められるも

のはないことから、請求人の主張には理由がない。
あん

オ 按分不足の賃料
あん

請求人は、岡田議員については、事務所賃料を按分する

ことなく全額を政務活動費として支出しているが、議員の

事務所は、調査研究以外の政治活動目的（主として議員の
あん

ＰＲ目的）にも用いられるものなので、少なくとも按分率
あん

１／２で按分することを要するから、これを超える支出は

違法であると主張する。

これに対し、議会事務局からは、マニュアルでは政務活

動専用事務所については、全額の充当も認められており、
あん

按分比率の決め方については、政務活動がそれぞれの議員

によって異なっているため、議員の判断によることになる

が、当該支出は政務活動専用事務所に係る賃借料に充当し

たものであり、マニュアルに定める運用指針に沿ったもの

であることから、充当は違法ではないとの説明があった。

これらを踏まえて次のように判断した。

議会事務局において、議員から賃貸契約書で政務活動専

用であることを確認し、全額充当を認めているものである

ことから、違法な支出であるという請求人の主張には理由

がない。

カ 委託業務内容の不明な委託料

請求人は、森�議員及び徳永議員の支出した委託料の委
託業務内容が不明であるところ、業務内容の不明な委託料、

県政調査研究に関する事項と認められない業務に係る委託

料及び当該委託内容と合理的な均衡のない高額な委託料の

支出は、適正な支出と認められないと主張する。

これに対し、議会事務局からは、いずれも県政課題につ

いての調査及び研究を委託しているものであり、政務活動

費を充当することについて特段不合理はないとの説明があ

った。

これらを踏まえて次のように判断した。

収支報告書添付の領収書及び領収書等貼付用紙には、具

体的な委託業務の内容が記載されていなかったが、議長に

提出されている「令和元年度政務活動費に係る収入及び支

出の報告書」別紙に当該調査研究等業務委託費の内容の記

載があり、議会事務局において、いずれも業務委託契約書

により妥当性を確認していることから、委託内容が不明な

どとする請求人の主張には理由がない。

キ 「愛媛ジャーナル社」及び「ローカルえひめ」に対する

購読料の大量支出

請求人は、西田議員が支出した「愛媛ジャーナル社」及

び「ローカルえひめ」に対する購読料は、いずれも、広告

料と購読料の区別が明らかでなく、支出に係る購読部数及

び購読期間が明らかでなく、購読料の対象期間が重複して

いると考えられ、いずれの発行物も内容が不明であるため

その実態が全く不明なので、適正な支出と認められないと

主張する。

これに対し、議会事務局からは、以下の説明があった。

� 「愛媛ジャーナル」は、愛媛の動きを発信する情報紙

又は情報誌で、「愛媛ジャーナル社（松山市萱町：発行

人 廣瀬弘文氏）」発行の新聞と「株式会社愛媛ジャー

ナル（松山市竹原町：代表取締役 加藤邦彦氏）」発行

の月刊誌の２種類がある。

なお、請求人が掲げた令和元年８月２７日支出の「月刊

愛媛ジャーナル購読料」については、「愛媛ジャーナル

社」に対しての支出ではなく、「株式会社愛媛ジャーナ

ル」への支出であることを確認した。

� 「ローカルえひめ」は、「ローカルえひめ（松山市山

西町：編集発行人 西村弘氏）」が発行する愛媛の動き

を発信する情報紙である。

� 「ローカルえひめ」については、「ローカルえひめ」

のほか、「愛媛ジャーナル社」も販売を行っている。

� これらの支出は、いずれも政務活動に必要な部数を購

入し、資料購入費に充当したものである。また、議会事

務局において現物を確認しており、充当は違法ではない。

これらを踏まえて次のように判断した。

マニュアルでは政務活動費への充当が認められているも

のであり、議会事務局も実態を確認しており、不合理な点

はなく、請求人の主張には理由がない。

ク 「有限会社スタジオ・ケイワン」に対する印刷代金の支

払

請求人は、越智議員が支出した政務調査報告書増刷分印

刷費の支払先は「有限会社スタジオ・ケイワン」であると

ころ、印刷物の内容が不明であるのみならず、同会社をイ

ンターネット検索しても「写真スタジオ」としてしかヒッ

トせず、印刷事業者であるかどうか判明しないので、印刷

代金の支出は適正と認められないと主張する。

これに対し、議会事務局からは、今治市中寺に所在する

「有限会社スタジオ・ケイワン」へ支払った政務調査報告

書に係る資料作成経費に充当したのであり、マニュアルに

定める運用指針に沿ったものであることから、充当は違法

ではないとの説明があった。

これらを踏まえて次のように判断した。

当該会社の所在及び支出経費の内容について議会事務局

で確認しており、マニュアルでは政務活動費への充当が認

められているものである。また、議会事務局において現物

も確認しており、請求人の主張は、請求人独自の解釈に基

づく主張であって理由がない。

ケ その他（支出の性格不明）

請求人は、西原議員が愛媛企業家交流研究会に対し「異

業種交流会による日本食研視察」の費用として支出した

「施設見学会会費」は、日本食研株式会社の本社及び主要

工場は愛媛県内に所在するため、支出の実体が全く不明な

ので、適正な支出と認められないと主張する。

これに対し、議会事務局からは、地方行財政等に関する

研修会参加のために要する経費に充当したものであり、充

当は違法ではないとの説明があった。
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選挙管理委員会告示

これらを踏まえて次のように判断した。

当該視察の内容については議会事務局で確認しており、

マニュアルでは政務活動費への充当が認められていること

から、請求人の主張は、請求人独自の解釈に基づく主張で

あって理由がない。

第４ 結論

以上のとおり、本件請求において請求人が違法不当であると主

張する政務活動費の支出については、全て条例、規程及びマニュ

アルに適合して執行されているものと認められるため、愛媛県知

事が本件各議員に対して本件政務活動費の返還を命じるよう求め

る請求人の請求には理由がない。

よって、主文のとおり決定する。

第５ 意見

本件請求に対する判断は前記のとおりであるが、監査委員とし

て所見を表明しておくことが適当と考えるので、以下に付記する。

政務活動費は、議会の審議能力の強化の趣旨から、自主性及び

自律性を尊重した運用が行われなければならない一方、公金の支

出であることから、その使途の適正を確保するため議員自らが厳

正に取り組むことが求められる。

また、平成２４年の地方自治法改正により、政務調査費が政務活

動費と改称され、使途の範囲が拡大されるとともに、議長にその

使途の透明性を確保する努力義務が規定されたところであり、そ

の適切な支出について説明責任を果たすことが期待されている。

こうした中、全国的に、不適正な政務活動費の支出を行ってい

る事案が多数発生し、政務活動費に対して住民の厳しい目が注が

れ、住民監査請求や住民訴訟が数多くなされ、近隣県においても

一部違法な支出と認定する判決が出されるなど、政務活動費の使

途の適正な運用と透明性の確保に向けて、これまで以上に努力す

ることが求められている。

愛媛県議会においては、令和２年６月３０日付け監査公表第６号

で付した意見等を踏まえ、愛媛県議会政務活動費事務処理マニュ

アル改正検討プロジェクトチームを設置し、マニュアルの見直し

に取り組んでおり、その取組は評価するところであるが、今回の

監査においても、領収書の取扱いや団体への会費の支出等につい

て、マニュアルの規定だけではその妥当性を容易に判断できず、

県民に誤解を与えかねないものが見受けられたことから、他県の

改訂内容や判例等も参考に、早急なマニュアルの改訂を望むもの

である。

以上のことを踏まえ、次のとおり要望する。

１ 議員が共同して結成した政策研究会等の団体への会費の支出

については、支払を証明する領収書の写しを添付してその旨を

報告すれば足りるとされているが、議員が共同で行う政務活動

に支出された経費が何に支出されたかが分かる資料（例えば収

支報告書等）の提出について引き続き検討するなど、さらなる

透明性の確保に努められたい。

また、その他団体への会費、研修費及び会議費等の支出につ

いては、これらの経費が、当該議員の政務活動との間に合理的

関連性を有するものであることを明確にする資料の提出、特に、

飲食を伴う会合等への参加費用については、その飲食が実質的

な意見交換を目的とする会合等に付随するものであることを証

する資料の添付について検討されたい。

２ 各議員が条例及びマニュアルに定める使途基準を遵守する必

要があることは言うまでもないが、議長においては、政務活動

費の適正な支出が図られるよう、使途判断の拠りどころとなる

マニュアルについて、他県のマニュアルの改訂内容や判例等も

参考に、より詳細かつ具体的な使途基準の明示や、実績の証明

を必要とする経費に係る証明書類の様式化など、さらに精緻な

ものとなるよう早急に改訂を行い、県民の信頼の確保に努めら

れたい。

また、条例及びマニュアルに定められた使途基準に適合した

支出が行われるよう審査に万全を期するとともに、行政のデジ

タルトランスフォーメーション化を踏まえつつ、政務活動費の

使途を裏付ける収支報告書等を議会のホームページで公表する

など情報公開を推進し、県民に対し十分な説明責任を果たされ

るよう、一層の取組を強く求めるものである。

令和３年６月２１日

愛媛県監査委員 永 井 一 平

同 � 橋 正 浩

�愛媛県選挙管理委員会告示第４８号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

令和３年６月２９日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名称 所在地 指定年月日 名称 所在地 指定年月日

省略 省略

社会医療法人真泉会松山まどんな病

院 省略

ＮＴＴ西日本松山病院

省略

省略 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略



愛
媛

県
報

令
和
３
年
６
月
２９
日

第
２１９
号

９４４

雑 報

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、令和２年度決算の要旨を公告する。

令和３年６月２９日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 武 智 � 典

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金
４，３４４，２８９

１２，６９０，５７５ ６６２，９２３ ９３，７６１ ０ ０ １８１，２４０
２２４，９１７

０ ０ ０ ０
５５４，８７８ ０

掛金・組合員保険料
４，３９９，９１６

８，０７３，７５５ ６６２，９１５ ０ ０ ０ ０
１７９，１９０

０ ０ ０ ０
５６６，１００ ０

収
施設収入・商品売上 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４９，２４９ ０ ０ ０

受取手数料 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４，９１５

組合員貸付金利息 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３１，２１９ ０

利息及び配当金
８４

０ ０ ０ ２１，２４４ ０ ３７
４３

２４ ６３４，９２１ １９６ ０
３ ０

入
その他収入

４１４，４４０
０ ０ ０ ０ ０ ６８，０７８

８０
４７，９９２ ８，７７０ １５５ ８２

０ ０

補助金
１８１，１１３

０ ０ ０ ０ ０ ０
０

０ ０ ０ ０
３，０９６ ５，２５６

他経理から繰入金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３３，８８８ ０ ６５，０００ ０ ０ ０

前年度繰越支払準備金
６８６，２２３

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

計
１０，０２６，０６５

２０，７６４，３３０ １，３２５，８３８ ９３，７６１ ２１，２４４ ０ ２８３，２４３
４０４，２３０

１６２，２６５ ６４３，６９１ ３１，５７０ ４，９９７
１，１２４，０７７ ５，２５６

給付
４，３９４，７８７

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

役職員給与 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １２４，４６４
１３，３８６

５３，０５０ ２１，５５９ ７，９６９ ３１９
０

厚生費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２０７
２５６，２３４

１６１ ２７ ９ ０
５，２１９

支
特定健康診査等費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２３，６６５
０ ０ ０ ０

０

旅費・事務費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １２，３７５
２，５２１

１，０４３ ２，９２３ １，５８７ ３４６
０

商品仕入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３６ ０ ０ ０

飲食材料費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

委託費・委託管理費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ７，７４１
１２８

２７，４６８ １９７ ９４ １１９
０

支払利息 ０ ０ ０ ０ ２１，２４４ ０ ０ ０ ０ ５８４，３２２ ２１，２３９ １，７１６
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老人保健拠出金
０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

退職者給付拠出金
６４

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

前期高齢者納付金
１，８３１，４０３

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

後期高齢者支援金
１，９５２，４９２

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

病床転換支援金
１０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

介護納付金
０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
１，１１０，０３１

連合会払込金・拠出金
５５６，０７４

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４２６ ０
０

出

負担金払込金・掛金払込金・
保険料払込金 ０ ２０，７６４，３３０ １，３２５，８３８ ９３，７６１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

他経理へ繰入金
３３，８８８

０ ０ ０ ０ ０ ０
３０，０００

０ ３５，０００ ０ ０
０ ０

その他支出
５６，２６９

０ ０ ０ ０ ０ １３１，３７０
４８，１０５

７８，８６４ ２５，２８８ ４，８６０ ５，１６８
５８７ ３７

次年度繰越支払準備金
６９２，８０２

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

計
９，５１７，７８９

２０，７６４，３３０ １，３２５，８３８ ９３，７６１ ２１，２４４ ０ ２７６，１５７
３７４，０３９

１６０，６２２ ６６９，３１６ ３６，１８４ ７，６６８
１，１１０，６１８ ５，２５６

差引当期利益金又は当期損失金（△）
５０８，２７６

０ ０ ０ ０ ０ ７，０８６
３０，１９１

１，６４３ △２５，６２５ △４，６１４ △２，６７１
１３，４５９ ０

貸借対照表の要旨

資
流動資産 ２，００２，５９５ １，２５５，８６４ ８４，２７５ ５９０ ９４，５５６ ０ ５０９，１６９ ５５３，０７５ ４３５，５４２ ２０，６９３，５１４ １０４，２２７ ２４２，１８５

産
固定資産 ０ ０ ０ ０ ２，０６６，０００ ０ ６，８８１ １，２３５ ８４３，９７０ ４５，６１９，６０６ ２，４０４，４０９ ０

繰延資産 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

資 産 合 計 ２，００２，５９５ １，２５５，８６４ ８４，２７５ ５９０ ２，１６０，５５６ ０ ５１６，０５０ ５５４，３１０ １，２７９，５１２ ６６，３１３，１２０ ２，５０８，６３６ ２４２，１８５

負
流動負債 ２２，３０３ １，２５５，８６４ ８４，２７５ ５９０ ０ ０ ９，０１６

１５，２１１
３，２６４ ６１，４３９，８３０ ３２８ ２，９９０

１，７７４

債
固定負債 ６９２，８０２ ０ ０ ０ ２，１６０，５５６ ０ ２６５，６６３

４９，９８７
３７，８４７ １１，１９７ ２，１３３，８３０ １８２，１１５

０

負債合計 ７１５，１０５ １，２５５，８６４ ８４，２７５ ５９０ ２，１６０，５５６ ０ ２７４，６７９ ６６，９７２ ４１，１１１ ６１，４５１，０２７ ２，１３４，１５８ １８５，１０５

純 資本剰余金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １，１５７，６２７ ０ ０ ０

資 利益剰余金又は欠損金（△）
１，２８７，８７３

０ ０ ０ ０ ０ ２４１，３７１
４８７，３３８

８０，７７４ ４，８６２，０９３ ３７４，４７８ ５７，０８０
△３８３ ０

産 純資産合計 １，２８７，４９０ ０ ０ ０ ０ ０ ２４１，３７１ ４８７，３３８ １，２３８，４０１ ４，８６２，０９３ ３７４，４７８ ５７，０８０

負 債 ・ 純 資 産 合 計 ２，００２，５９５ １，２５５，８６４ ８４，２７５ ５９０ ２，１６０，５５６ ０ ５１６，０５０ ５５４，３１０ １，２７９，５１２ ６６，３１３，１２０ ２，５０８，６３６ ２４２，１８５

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護に係るもの、保健経理の上段は保健、下段はメンタルヘルス対策事業に係るもの
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